
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 18,687 ▲ 18,596 ▲ 21,538 -

39,777

主な増減理由：交付対象事業費の減
「重要政策推進枠：3,774百万円」

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

本交付金は、地域再生法第5条第4項第1号ロ及び第13条第1項を始めとした関係法令等の規定に基づく交付金として、地方公共団体等が行う、地方版総合戦略に位置付けられた自主的・主体的で先
導的な道、汚水処理施設又は港の各分野ごとに所管省庁が異なる２種類以上の施設の一体的な整備に対して支援する。また、本交付金を活用するためには、地方公共団体等により、地域の実情に
応じて、地域再生の目標及び地域再生を図るために行う事業等を記載した地域再生計画を作成し、内閣総理大臣の認定を受けることが必要である。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 41,380 39,550 36,531

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

41,794 39,868 36,835 61,315 39,573

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 39,777 39,777 39,777 39,777 39,573

20,204 18,687 18,596

地方公共団体等が実施する道、汚水処理施設又は港の整備の実施に要する経費の一部を補助【補助率１／２等】
交付限度額＝Σ（Ａ×Ｂ）
    Ａ　認定地域再生計画に記載されている対象施設ごとに別に定める要件の欄に掲げる経費
    Ｂ　認定地域再生計画に記載されている対象施設ごと別に定める国の負担割合の欄に掲げる割合　等

平成28年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

21,538 -

補正予算（B) 500 - -

-

-

2023 府 22 0038

内閣府

政策 ５．地方創生

事業の目的
（5行程度以内）

地域再生法に基づき、地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備のための基盤となる施設のうち、都道府県又は市町村まち・ひと・しごと創生総合戦
略（以下「地方版総合戦略」という。）に位置付けられた自主的・主体的で先導的な道、汚水処理施設又は港の整備について交付金により支援することを目的とする。

地方創生推進事務局 参事官：平林　剛

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
地域再生法第5条第4項第1号ロ・第13条

関係する
計画、通知等

デジタル田園都市国家構想総合戦略（R4.12.23閣議決定）

事業名
デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ）＜（旧）地方創生整備推進交
付金＞ 担当部局庁 地方創生推進事務局 作成責任者

事業開始年度

施策 ５．地方創生に関する施策の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 推進費等

令和5年度行政事業レビューシート

https://www8.cao.go.jp/hyouka/r2hyouka/r2jigo/r2jigo-3.pdf

事業概要URL
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/kouhukin/index.html

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 39,777

39,573

92%

執行率（％）
=(G)/(F)

99% 99% 99%

地方創生基盤整備事業推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
103%

主な増減理由（・要望額・予備費）

99%

令和6年度要求

　

　

　

(目) 地方創生整備推進交付金

その他

39,573

地方公共団体が目指す地域ビジョンの実現を総合的・効果的に支援する観点から、地方創生の取組みをより一層、加速化・深化させるために、今後は、デジタル田園都市国家構
想総合戦略を踏まえ、社会基盤となる道・汚水処理施設又は港の一体的な施設整備と併せて、デジタルを活用した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けた取組との施策相互
の連携強化の取組を引き続き推進する必要がある。

令和6年度要求

-

-

-



-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-828 1,100

成果実績

-

目標値 ％ 81

102.5 -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

1,100

地域再生計画では、実施される事業が効率的かつ効果的なものとなるよう、効果検証と改善を行うPDCAサイクル強化するため、道、汚水処理施設又は港の各整
備交付金の整備事業を単位として、事業実施により直接発生する成果・進捗を管理し取組の改善を進めるためのアウトカム数値である「事業の実施状況に関する
客観的な指標（重要業績指標（KPI））」を設定し、原則毎年度、事業実施主体が事業の達成状況を評価することとしているため、短期アウトカムとして設定した。

-

-％

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

628

-

81

9

地域再生計画ではKPIの設定と併せて、計画全体の目標として総合的な事業実施による地域再生計画の目指すべき姿をアウトカム数値である「地域再生計画の
目標」として設定し、事業実施主体が事業完了後に事業の達成状況を評価しすることにより、その結果を地域再生に係る施策にフィードバックすることとしているた
め、長期アウトカムとして設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

認定地域再生計画に基づき内閣府地方創生推進事務局が調査。

令和2年度 令和3年度

79.3

9 年度

「地域再生計画の目標」を達成すること
による、地方版総合戦略に基づいた地
方創生の取組の深化。

「地域再生計画の目標」を達
成した事業数/事後評価対象
事業数

達成度

単位 令和2年度

106.9

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

地方創生の深化
国から地方公共団体へ交付
金を支出した数（平成28年度
からの累積）

活動実績

年度

81 81

定量的な成果指標 単位

団体 846

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 団体

- -

1,349

活動目標 活動指標

560

達成度 ％

整備事業を単位に設定したKPIを達成
することにより、効率的かつ効果的な事
業の実施。

事前に設定したKPIを達成した
事業数/交付金対象事業数

成果実績 ％ 79 83

97.5

地方再生法に基づき、地域再生計画の認定を受けた地方公共団体等が整備を行う、地方版総合戦略に位置づけられた先導的な道・汚水処理施設又は港の3種
類を対象に、省庁の枠を超える2種類以上の施設の一体的な整備に対して支援する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

認定地域再生計画の評価結果の報告に基づき内閣府地方創生推進事務局が調査。

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

87

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 93 69 -

目標値 ％ 87 87 87



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和10年度実施)

-
点検結果

・アクティビティ①について、事業実施している地方公共団体は着実に増加しているととも
に、成果実績①－１については、令和3年度は達成度が目標値を上回るなど、施設整備によ
る事業効果が確実に表れていると考えられる。一方で、成果実績①－３の令和3年度におけ
る達成度の減少については、観光入込客数の増加等の人の移動に係る指標を目標として
設定した計画が多くあったことから、新型コロナウィルスの影響が大きかったことなどが要因
と考えられる。

令和４年度第２次補正予算から新たに「デジタル田園都市国家構想交付金」として位置付けられた本事業であるが、引き続き、昨年度の公開プロセスにおける指摘
を踏まえて、事業効果の検証とＫＰＩの再検討、情報開示、事業実施に際しての規律付けといった課題について、更なる改善の方向性を模索すべき。

外部有識者の所見

点検対象外

0041

2021 府

上記への対応状況

〇令和4年度行政事業レビュー公開プロセス （2022）地方創生推進交付金、（0041）地方創生拠点整備交付金
【対応】事後評価の情報開示については、事業実施主体ごとにホームページ等で公表するよう指導してきたが、今後は、より適切に情報開示を行う観点から、内閣
府において、自治体のホームページ掲載情報（リンク先）を取りまとめ一体的に開示する。また、より地方公共団体の参考となるとともにより適切な審査を図るため
に、「地方創生整備推進交付金の活用に向けた地域再生計画の手引き」の更新を図るとともに、説明会を開催し適切な周知を行う。

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0031

〇令和4年度行政事業レビュー公開プロセス （2022）地方創生推進交付金、（0041）地方創生拠点整備交付金
【評価結果】事業全体の抜本的な改善
【取りまとめコメント】今年度の公開プロセスにおける議論及び外部有識者の所見を受けて、指摘された諸課題を踏まえ、事業内容の改善を検討するとともに、本交
付金が東京一極集中や人口減少の是正にどの程度裨益しているのか、十分な説明責任を果たされたい。また、事業内容の改善に当たっては、掲げる国家戦略目
標の達成状況を適切に測定できるＫＰＩを設定するよう検討されたい。

-

令和2年度 内閣府 0030

0040

令和4年度 2022 府 21

・事後評価については、地方公共団体における今後の施策等に反映していくことが重要であることから、全国の地方自治体の参考となるように、内閣府において、
自治体のホームページ掲載情報（リンク先）を取りまとめ、一体的に開示する。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 新28-0001

平成29年度 0030

令和3年度

平成27年度

内閣府

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

KPI、中間・事後評価等により適切に効果検証を行うとともに、事後評価等の情報開示については、事業実施主体ごとにホームページ等で公表するよう指導してきたが、より適切に情報開示を行う観点から、内閣府において、自
治体のホームページ掲載情報（リンク先）を取りまとめ一体的に開示した。また、より地方公共団体の参考となるとともにより適切な審査を図るために、「地方創生整備推進交付金の活用に向けた地域再生計画の手引き」の更新
を図るとともに、説明会を開催し周知徹底を図った。

現状通り

執行等改善

平成30年度 0030

平成23年度

平成26年度

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

内閣府

36,531百万円

地域再生計画の認定、配分計画の作成

A．国土交通省

20,636百万円
Ｂ．農林水産省

15,330百万円

Ｃ．環境省

565百万円

地方公共団体に対す

る交付金交付事務
Ｄ．地方整備局

20,636百万円
Ｅ．地方農政局

5,409百万円
Ｆ．林野庁

8,267百万円

Ｇ．水産庁

1,654百万円

Ｈ．地方公共団体（45団体）

36,531百万円

市町村道、広域農道、林道、下水道、農業集落排

水、漁業集落排水、浄化槽、港湾、漁港の整備

地方公共団体に対す

る交付金交付事務
地方公共団体に対す

る交付金交付事務
地方公共団体に対す

る交付金交付事務

地方公共団体に対する

交付金交付事務

【地方創生整備推進交付金（公共事業）】

【交付】



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 1,654 計 4,046

交付金 地方公共団体への交付金 1,654 事業費 長崎県における交付金 4,046

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,212 計 8,267

交付金 地方公共団体への交付金 1,212 交付金 地方公共団体への交付金 8,267

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 565 計 7,012

交付金 地方公共団体への交付金 565 交付金 地方公共団体への交付金 7,012

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 20,636 計 15,330

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

交付金 地方整備局への交付金 20,636 交付金 地方農政局、林野庁及び水産庁への交付金 15,330



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

G

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 水産庁 3000012080003 地方創生整備推進交付金 1,654 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 林野庁 4000012080002 地方創生整備推進交付金 8,267 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- -

- - -

7 東海農政局 地方創生整備推進交付金 372 その他 -

6 北陸農政局 地方創生整備推進交付金 450 その他

-

5 東北農政局 地方創生整備推進交付金 472 その他 - - -

- -

4 中国四国農政局 地方創生整備推進交付金 881 その他 - -

- - -

3 関東農政局 地方創生整備推進交付金 889 その他 -

2 九州農政局 地方創生整備推進交付金 1,133 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 近畿農政局 地方創生整備推進交付金 1,212 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- -

- - -

10 北海道開発局 地方創生整備推進交付金 255 その他 -

9 沖縄総合事務局 地方創生整備推進交付金 356 その他

-

8 東北地方整備局 地方創生整備推進交付金 402 その他 - - -

- -

7 四国地方整備局 地方創生整備推進交付金 1,042 その他 - -

- - -

6 北陸地方整備局 地方創生整備推進交付金 1,746 その他 -

5 近畿地方整備局 地方創生整備推進交付金 1,775 その他

-

4 中国地方整備局 地方創生整備推進交付金 2,356 その他 - - -

- -

3 中部地方整備局 地方創生整備推進交付金 2,618 その他 - -

- - -

2 関東地方整備局 地方創生整備推進交付金 3,074 その他 -

1 九州地方整備局 地方創生整備推進交付金 7,012 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 環境省 1000012110001 地方創生整備推進交付金 565 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 農林水産省 5000012080001 地方創生整備推進交付金 15,330 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国土交通省 2000012100001 地方創生整備推進交付金 20,636 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



H

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

- -

- - -

10 愛知県 1000020230006 地方創生整備推進交付金 1,195 補助金等交付 -

9 和歌山県 4000020300004 地方創生整備推進交付金 1,234 補助金等交付

-

8 岐阜県 4000020210005 地方創生整備推進交付金 1,300 補助金等交付 - - -

- -

7 広島県 7000020340006 地方創生整備推進交付金 1,381 補助金等交付 - -

- - -

6 石川県 2000020170003 地方創生整備推進交付金 1,483 補助金等交付 -

5 山梨県 8000020190004 地方創生整備推進交付金 1,728 補助金等交付

-

4 徳島県 4000020360007 地方創生整備推進交付金 1,844 補助金等交付 - - -

- -

3 佐賀県 1000020410004 地方創生整備推進交付金 1,980 補助金等交付 - -

- - -

2 鹿児島県 8000020460001 地方創生整備推進交付金 2,057 補助金等交付 -

1 長崎県 4000020420000 地方創生整備推進交付金 4,046 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）
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